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１　【提出理由】

シティグループ・インクは、2014年７月14日（ニューヨーク時間、以下別段の記載のない限り

同じ。）、金融詐欺法執行特別作業部会の住宅ローン担保証券（RMBS）ワーキンググループによ

る継続中の調査について和解をする合意に達しました。したがって、金融商品取引法第24条の５

第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項ならびに第２項第12号および第

19号の規定に基づき、本臨時報告書を提出いたします。

 

２　【報告内容】

 

(1) 当該事象の発生年月日

2014年７月14日

 

(2) 当該事象の内容

シティグループは、2014年７月14日、金融詐欺法執行特別作業部会の住宅ローン担保証券

（RMBS）ワーキンググループによる継続中の調査について和解をする合意に達しました。

かかる合意は2003年から2008年にかけてシティが発行、組成または、引受を行ったRMBSお

よび債務担保証券（CDOs）に関して、米国司法省（DOJ）、複数の州の司法長官、および

連邦預金保険公社（FDIC）によるシティに対する既に提起された民事上の請求と潜在的な

民事上の請求を解決するものです。

 

(3) 当該事象の損益および連結損益に与える影響額

本和解条項に基づき、シティグループは現金で合計45億ドル（4,573億3,500万円）を支払

い、消費者救済のため25億ドル（2,540億7,500万円）を拠出します。現金部分は、DOJに

対する40億ドル（4,065億2,000万円）の和解金の支払と州司法長官およびFDICに対する5

億ドル（508億1,500万円）の損害賠償金の支払からなります。消費者救済は、手頃な集合

賃貸住宅の建設および維持、住宅ローンの元本の減額および猶予、その他様々な救済プロ

グラムに基づく直接的な消費者の便益の供与のための資金として提供されます。シティグ

ループは、2018年末までに消費者救済を実施することに合意いたしました。

 

本和解に関し、シティグループは2014年第２四半期において約38億ドル（約3,861億9,400

万円）の税引前費用を計上します。
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